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人件費および人件費に準ずる費用の分析

普通建設事業費の分析

人口１人当たり決算額
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人件費および人件費に準ずる費用
広野町の
決 算 額 
（千円）

人口１人当たり決算額
広野町
（円）

類似団体
平均（円）

対比
（％）

人件費 723,589 154,878 138,583 11.8
一部事務組合負担金（補助費など） 144,474 30,923 15,847 95.1
公営企業（法適）などに対する繰出
し（補助費など） ｰ ｰ 2,224 ｰ

公営企業（法適）などに対する繰出
し（投資および出資金・貸付金） ｰ ｰ ｰ ｰ

公営企業（法非適）などに対する繰
出し（繰出金） 44,869 9,604 5,571 72.4

事業費支弁に係る職員の人件費
（投資的経費） 22,523 4,821 2,766 74.3

▲退職金 ▲ 51,189 ▲ 10,957 ▲ 9,361 17.0
合　計 884,266 189,269 155,632 21.6

参考
広野町 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 16.91 13.83 3.08
ラスパイレス指数 98.3 96.2 2.1

普通建設事業費
広野町の決算額

（千円）
人　口　１　人　当　た　り　決　算　額

広野町(円) 増減率（％）（Ａ） 類似団体平均(円) 増減率（％）（Ｂ） (Ａ)－(Ｂ)
 H30 1,789,140 374,532 9.2 289,738 ▲ 8.7 17.9

う ち 単 独 分 963,286 201,651 ▲ 4.3 156,238 ▲ 4.9 0.6
 R1 835,617 174,305 ▲ 53.5 316,937 9.4 ▲ 62.9

う ち 単 独 分 483,983 100,956 ▲ 49.9 199,150 27.5 ▲ 77.4
 R2 906,447 192,697 10.6 125,391 ▲ 60.4 71.0

う ち 単 独 分 561,815 119,433 18.3 68,516 ▲ 65.6 83.9
 R3 1,270,935 270,297 40.3 122,054 ▲ 2.7 43.0

う ち 単 独 分 484,292 102,997 ▲ 13.8 68,298 ▲ 0.3 ▲ 13.5
 R4 922,439 197,440 ▲ 27.0 111,644 ▲ 8.5 ▲ 18.5

う ち 単 独 分 450,825 96,495 ▲ 6.3 66,606 ▲ 2.5 ▲ 3.8
 過去５年間平均 1,144,916 241,854 ▲ 4.1 193,153 ▲ 14.2 10.1

う ち 単 独 分 588,840 124,306 ▲ 11.2 111,762 ▲ 9.2 ▲ 2.0

公債費および公債費に準ずる費用の分析

人口１人当たり決算額 広野町の値

類似団体内平均値

類似団体内の
最大値および最小値

(円)
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公債費および公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

広野町の決算額 
（千円）

人口１人当たり決算額

広野町
（円）

類似団体平均
（円）

対比
（％）

元利償還金の額（繰上償還額などを除く） 203,240 43,502 82,029 ▲ 47.0

積立不足額を考慮して算定した額 ｰ ｰ ｰ ｰ

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額） ｰ ｰ ｰ ｰ

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てた
と認められる繰入金 122,670 26,256 28,200 ▲ 6.9

一部事務組合などの起こした地方債に充てたと認められる補助金
または負担金 61,784 13,224 4,770 177.2

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの ｰ ｰ 525 ｰ

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） ｰ ｰ 4 ｰ

▲特定財源の額 ▲ 14,769 ▲ 3,161 ▲ 1,861 69.9

▲地方債に係る元利償還金および準元利償還金に要する経費とし
て普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 191,913 ▲ 41,077 ▲ 76,879 ▲ 46.6

合　　　　　計 181,012 38,744 36,788 5.3

※�令和５年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、
グラフを表記しない。

経常収支比率：経常的経費に経常一般財源のうちどれだけの割合の額が充当されたかを示す比率です。70～
80％が標準的とされていて、80％を著しく超える団体は財政構造の硬直化が進んでいるとい
われています。

公 債 費 比 率：標準財政規模に対する公債費の一般財源所要額の比率です。
財 政 力 指 数：普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値。指数が１以

上の団体は、極めて財政力の強い団体といわれています。
標準財政規模：標準的行政活動を行うために必要な経常的な一般財源の総量を示すものです。
公　 債　 費：借入金（町債）の返済に使われるお金


